
売上減少、融資で資金繰り改善

～コロナ対策緊急小口資金～

原油価格の上昇にかかる相談

対応などの支援策強化
③返済期間

・設備資金

15年以内※うち据置期間3年以内

・運転資金

8年以内※うち据置期間3年以内

④貸付利率（年）

・基準金利
※実際の適用利率は、資金の

使いみち、返済期間、担保

有無、信用リスク等によっ

て異なる利率が適用される。

⑤担保・保証人

利用者と相談のうえ決定

◆日本政策金融公庫の

事業資金相談ダイヤル

０１２０－１５４－５０５

（受付時間：平日9時～17時）

下請事業者に対する配慮要請
中小企業庁は、関係団体に対

して、原材料・エネルギーコス

ト増加分の適正な価格転嫁等を

要請する文書（経済産業大臣

名）を出しています。

親事業者による一方的な価格

設定などの買いたたきや減額な

ど違反行為が認められた場合は、

下請代金支払遅延等防止法に基

づき、厳正に対処されます。

中小企業庁では、原材料や原

油価格の上昇などで影響を受け

た中小企業・小規模事業者に対

する資金繰り支援策として、以

下のような対応を行います。

特別相談窓口の設置
よろず支援拠点をはじめ、日

本政策金融公庫各支店、商工中

金各支店、各商工会議所、県商

工会連合会、県中小企業団体中

央会に相談窓口を設置。

セーフティネット貸付
日本政策金融公庫等が実施す

るセーフティネット貸付（経営

環境変化対応資金）の利用要件

が緩和されました。

支援対象を、原油高等により

今後の影響が懸念される事業者

にまで拡大されています。

▼セーフティネット貸付の概要

①資金の使途

設備資金および運転資金

②融資限度額

・国民生活事業：4,800万円

・中小企業事業：7億2,000万円

県は、コロナ禍で売上が減少し

た小規模事業者支援のために、新

型コロナウィルス感染症対策緊急

小口資金を提供しています。

◆支援対象者※いずれにも該当すること

・セーフティネット保証４号※

の認定を受けた中小企業等
※自然災害等の発生に起因して売上高

が減少した中小企業への支援措置。

保証協会が通常の保証限度額とは別

枠で借入債務の100%を保証する制度。

・令和3年から直近月のいずれか

1カ月の売上が前々年または前

年同月と比べ50%以上減少

・据置期間が1年以上残る新型コ

ロナウィルス感染症対策資金

の融資残高がないこと

◆支援内容

・資金使途：運転資金、設備資

金、借換資金

・借入限度額：200万円

・融資期間：7年以内※据置1年以内含

・融資利率：1.0%以下

・利子補給：利子の0.1％相当分

を県が負担※1年間のみ

・信用保証：保証協会の保証を

必ず付けること

・保 証 料：県が全額負担

◆利用手続きの方法

手順1：金融機関に小口資金利用

↓ についてご相談をする。

手順2：市役所等にてセーフティ

↓ 保証4号の認定を受ける。

手順3：融資申込書等を記載し、

金融機関に提出する。

福井よろず 検 索

よろず通信

坂井市丸岡町熊堂3-7-1-16 福井県産業情報センター3階

（事務局： （公財）ふくい産業支援センター 新産業支援部）

☎ ０７７６ （６７） ７４０２

福井県よろず支援拠点

※相談は事前予約制です：受付 9:00～17：00 土日祝除く

～ 中小企業の無料経営相談所 ～

▼令和３年１２月における各地域の相談会日程です。（事前予約必要）※この機会にご利用ください。
【嶺北】 ○鯖江商工会議所（12/9木、12/23木） ○武生商工会議所（12/13月、12/27月） ○大野商工会議所（12/17金）

【嶺南】 ○アクアトム（敦賀市、毎週金曜日※祝日除） ○小浜商工会議所（12/3金） ○若狭合同庁舎（小浜市、12/17金）

経営課題の解決にむけて専門家が無料でアドバイス

新型コロナウィルス感染防止対策の継続を～年末・年始～

年末・年始に向けて飲食の機会が増えてきます。事業者の皆様に

は、感染防止宣言ステッカーの掲示、マスク会食の推進など、新型

コロナウィルス感染防止対策の徹底を引き続きお願いします。
※ふくい産業支援センターでは、ネットが使えないなど自力で感染防止

宣言ステッカーを入手できない事業者をご支援するために、当セン

ターが代理申請を行っています。詳しくは、☎ 0776-67-7400まで。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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